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１．はじめに  

地下空洞型処分施設性能確証試験底部緩衝材施工確認試験は，低レベル放射性廃棄物のうち比較的放射性

レベルの高い廃棄物等を対象とした地下空洞型処分施設の人工バリア構成のうち，底部緩衝材を実規模大で

構築し，施工性の評価や施工時の品質等の確認を行うものである． 

本項では，厚さが1mとなる底部緩衝材のうち，平成19年度に実施した1層目（層厚10cm）の底部緩衝材施工

確認試験における大型振動ローラを用いた原位置締固め施工について報告する． 

 

２．底部緩衝材施工確認試験の概要 

底部緩衝材施工確認試験は，底部・側部の埋戻し材を施工した後，ベントナイト材料を原位置にて締固め，

厚さを 1m，管理基準値とする密度を 1.6±0.1 

Mg/mP

3
Pとした．  

底部緩衝材の施工は，側部及び上部等の緩衝

材施工と比較した場合，施工空間が広く，高さ

制限も少ないため，大型重機による施工が可能

である．一方で，埋戻し材の壁面近傍では，大

型重機による施工が困難であるため，このよう

な箇所での施工法が課題となっている．また，

転圧レーンの重複部における継目処理法等の課題も

挙げられる． 

本試験の目的は，このような課題を踏まえ，

原位置で緩衝材の転圧締固め施工を実施すること

により，適切な施工方法の確認を行うものである．

施工方法の選定について，周辺構造物の状況，施

工重機の寸法，施工方法・手順等を考慮し，施工

部位を具体的に設定し，施工部位ごとに使用機械，施工方法を設定した．なお，施工範囲は，幅 13.55ｍ，奥

行き 16.1ｍ，高さ 1.0ｍである．本報告では，高さ 1.0ｍのうち 10cm（1 層分）を対象としている．（図-1 及

び表-1 参照）． 

また，底部緩衝材の品質管理方法を確立することを目的に，材料，施工手順，品質等における重点管理項

目を抽出し，データの取得を行った． 

なお，緩衝材の材料は，所定の含水比（21

±2％）に調整したベントナイト（クニゲル

ＧＸ）を用いた．ベントナイト材料の仕様

(含水比調整前)を表-2 に示す． 

 

 キーワード 放射性廃棄物，ベントナイト，緩衝材，品質管理，地下空洞型処分 

 連絡先   〒163-0606 東京都新宿区西新宿 1-25-1 ＴＥＬ 03-5381-5315 ＦＡＸ 03-3345-8330 

施工部位 機械名 寸法(mm) 重量(ｔ)
撒き出し・転圧 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 6425×2550×3100 21ｔ
①奥部 小型振動ローラ 1770×1200×850 1.5t
②側部 (他にﾗﾝﾏ,ﾊﾞｲﾌﾞﾛｺﾝﾊﾟ
③端部 ｸﾀ）
④一般部 2.5ｔ振動ローラ 2625×1290×1570 2.45ｔ

19ｔ大型振動ローラ 6250×2530×2975 19.7ｔ

図-1 施工部位位置図 

表-1 施工部位と施工機械 

管理項目 管理目標 管理項目 管理目標
最大粒径 10mm ﾒﾁﾚﾝﾌﾞﾙｰ吸着量 63mmol/100g以上
含水比 10%以下 (ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ含有量) （45%以上）
塑性限界 30%以下 膨潤力 10（ml/2g）以上

表-2 施工部位と施工機械 
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３．試験方法 

底部緩衝材の施工手順を図-2 に示す． 

ベントナイト材はクニゲル GX とし，出荷側プラントにて加水調整（含水比目標

値 21.0％±2％）したものを用いた．締固め施工手順は，以下の手順で実施した． 

①大型重機による施工が不可能な奥部（幅約２ｍ）について，人力による材料の

撒き出し，小型振動ローラによる転圧を先行施工．また，奥部のコーナー部はラン

マ，バイブロコンパクタを用いた人力による転圧を実施．②アスファルトフィニッ

シャによる一般部，側部の材料の撒き出し(撒き出し幅 4.5ｍ)．③重機進入側の端部

に，転圧締固め時のベントナイト層の水平変位やはらみ出しを抑制する目的で，仮

仕切りによる端部処理を実施．④2.5ｔ振動ローラ(無振動)による予備転圧．予備転

圧は，以降の初期転圧や本転圧時の不陸発生防止を目的に実施した．⑤小型振動ロ

ーラによる側部・端部（幅約 2.0ｍ）の転圧．⑥大型振動ローラによる初期転圧(無

振動，転圧回数 8 回，レーンラップ幅 20cm)．初期転圧は，本転圧時の局所的な破

壊を抑え効率的な振動締固めを行う目的で実施した．⑦大型振動ローラによる本転

圧（振動締固め）．転圧回数は 6 回を目安とした． 

撒き出し状況及び転圧状況を，それぞれ写真-1～写真-3 に示す． 

この結果，試験空洞の坑内環境において大型振動ローラを中心とした底部緩衝材

の施工が可能であることとともに，施工手順の確認を行った．また，管理基準値とする密度（1.6±0.1 Mg/mP

3
P）

を達成することができた． 

なお，転圧後の仕上がり面は，亀裂等が認められない良好な仕上がり状況であることを確認した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

地下空洞型処分施設における底部緩衝材 1 層目を対象に，施工確認試験を実施し，底部の緩衝材施工手順

を確認した．平成 20 年度は，2 層目以降の底部緩衝材を施工し，構築された底部緩衝材の品質を評価する予

定である．さらに，これらのデータは，地下空洞型処分施設の建設実現性，品質管理手法等に反映する計画

である．なお，本報告は経済産業省からの委託による「管理型処分技術調査等（地下空洞型処分施設性能確

証試験）」の成果の一部である． 
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奥部：人力による撒き出し・転圧

一般部・端部・側部：アスファルト

フィニッシャによる撒き出し

端部境界処理・砕石すり付け

不足分投入・敷均し(人力）

端部・側部：転圧（小型振動ﾛｰﾗ）

一般部：予備転圧（2.5ｔ振動ﾛｰﾗ）

一般部：初期転圧

転圧回数8回を目安
（大型振動ﾛｰﾗ，無振動）

一般部：本転圧
転圧回数6回を目安

（大型振動ﾛｰﾗ，振動）

写真-2 一般部転圧状況 
(大型振動ローラ) 

写真-1 材料撒き出し状況 
(アスファルトフィニッシャ) 

写真-3 端部転圧状況 
(小型振動ローラ) 

図-2 施工手順
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